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The purpose of this reportisl）to〔lescribe the jobstatus an（1working environment for the graduates  

Of training program at NationalRehabilitation Center for Persons with Disabilities and2）to find the  

SerVice needs for them．The result shows that63％of the respondents have job，and that over90％of  

them want to continue theircurrent job．Sixty－fourpercent of thepeople who areout－Of－jobwant tO get  

job as soon as possible．The persons with sever〔1isabilities or the persons whose disabilitiesare getting  

WOrSe tend to be unemploye〔l．Most workers evaluate that their working environment are comfortable，  

thoughsome areinthe uncomfortable conditions．Compared withself－employedpeople，thepersonswho  

are employed as fu11－time or part－time worker，eSpeCially among the persons with hearingimpairments，  

COuld not receive’一supportive humalt relationship．The appropriate consultation systems should be Il   

established，particularly for the persons who cannot continue their work because of〔lisability status，Or  

the persons who areisolated at their work place．  

キーワード：就労者割合、就労希望、就労環境  

1．はじめに   

障害のある人々が社会に参加し、充実した生活を送  

る上で、就労は極めて重要な要素である＝，国立身体障  

害者リハビリテーションセンター更生訓練所は、身体  

障害のある人々の社会復帰を目的とし、就労による自  

立を目指す訓練課程を提供している。同センターは、  

設立後25年間にのペ約5000名の身体障害者を受け入  

れてきた。訓練を終え、社会復帰を果たした人々が、  

現在どのような環境で就労を含めた社会復帰が達成さ  

れているのかについての状況を把握することは、サー  

ビス提供のあり方を考える上でも極めて重要である。  

そこで、平成15年度に、修了生を対象としたアンケー  
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トを実施し、就労の現状について把握したので、結果  

を報告する。   

本報告の目的は、1）修了生の就労の有無とその関  

連要因および非就労者の就労希望状況、2）就労者の  

就労環境の評価とその関連要因を記述的に示すこと、  

またその結果を通じて、本センターでの訓練を終えた  

後に必要とされる支援のあり方への示唆を得ることで  

ある。  

2．対象と方法  

2．1．調査対象   

国立身体障害者リハビリテーションセンターが設立  

されてから2003年5月までに、同センター更生訓練  

所のプログラムを修了、または中途退所した人を対象  

とした。同訓締所の指導課が管理する名簿に記載され  

ている人のうち、同一人物であることが明かなケース、  

住所が特定できないことが明かなケースを除く、計  

4011名に調査票を郵送した。宛先不明による返送、  

死亡との連絡のあったケースを除く調査対象数は  

3190票で、回収率は、肢体不自由者481票（33．5％）、  

視覚障害者344票（33．3％）、聴覚障害者136票（19．3  

％）、計962票（30．2％）であった。就労の有無につい  

て無回答であった17票を除く、肢体不自由者469票、  

視覚障害者341票、聴覚障害者135票、計945票を分析  

対象とした。また、職場環境の主観的評価に関する分  

析については、家族等によって回答された13票（「ご  

家族やお知り合いの方の意見を記入している」に○を  

つけた人）も除いて分析した。なお、聴覚障害と視覚  

障害、肢体不自由と視覚障害など複数を併せ持つケー  

スもあったが、同センターに入所する際の判定に使わ  

れた主たる障害を基準とした。  

2．2．調査方法   

「当事者の経験にもとづいた社会の在り方に関する  

アンケート」として、現在の日本社会の問題指摘を依  

頼する項目を多数含む計12ページの調査票を郵送配票、  

郵送回収した。視覚障害者には、すべての内容を集録  

した録音テープを同封し、調査票への墨字の記入、点  

字や墨字による別紙での回答、メール、電話での回答  

のいずれでも可であることを明記した。また、希望者  

には点字版、DAISY版の調査票も準備し、送付した。  

なお、この調査の倫理性については、同センターに設  

置されている倫理委員会において検討され、承認を  

得たこ   

本報告で用いる調査項目は、基本属性、入所時期、  

就労形態、就労による収入、現在の就労環境評価、就  

労の継続意向である。現在の就労環境評価は、表5に  

示した項目で尋ねた。この7項目は、探索的因子分析  

の結果を参考に、「やりがい」「人間関係」「負担感」  

の3つのサブスケールを作成した。全くそうでない＝  

0点、あまりそうでない＝1点、ややそうだ＝2点、  

大いにそうだ＝3点を与え（「障害によって不利な扱  

いを受けている」のみ逆転項目）、該当する項目を単  

純加算した。各サブスケールのrangeとα係数は、「や  

りがい」がrange＝0－6、α＝0．70、「人間関係の良好さ」  

がrange＝0－9、α＝0．63、「負担感」がrange＝0－6、  

α＝0．63である。   

考察で引用したインタビューについては、八巻他  

［1］に詳述した。  

3．結果  

3．1．回答者の背景   

回答者の背景を表1に示した。障害別に男女比を見  

ると、肢体不自由者では2：1、視覚障害者では3：  

1、他覚障害者では1：1であった。年齢は、肢体不  

自由者、聴覚障害者は20代、30代中心で、20歳代か  

ら40歳代までの合計がそれぞれ90％以上を占め、聴  

覚障害者では60歳代の1名を除き、全員40歳代以下  

である1＝▲ 一方、視覚障害者は年齢の広がりが大きく、  

50歳代がもっとも多く、20歳代から40歳代の合計が  

40％、60歳を越える人も26％であった。障害をもっ  

た時の年齢は、肢体不自由者は出生時が26％、10代後  

半から20歳代がそれぞれ21％、23％と多かった。視  

覚障害者は出生時が15％、20歳代、30歳代、40歳代  

がそれぞれ20％前後である。聴覚障害者は出生時が5  

3％、6歳までの幼児期が42％で、この合計が94％で  

あった。家族構成をみると結婚している人が肢体不自  

由者では21％、視覚障害者では54％、聴覚障害者では  

35％、子どものいる人が肢体不自由者で13％、視覚障  

害者で48％、聴覚障害者で29％であった。  

3．2．就労の有無および就労希望・就労継続意向   

就労、非就労の状況と、就労者の就労継続意向、非  

就労者の就労希望の有無を表2に示した。就労者  

（「収入を伴う仕事についている」と答えた人）の割合  

は全体で63％、障害別に見ると肢体不自由者で61％、  

視覚障害者で62％、聴覚障害者で70％であった。   

就労者のうちの過半数が、特に視覚障害者では65％  

の人が「これからもずっと続けていきたい」と答えた。  

また、35％の人が「今しばらく続けようと思う」と答  

え、この2つの回答の和はどの障害でも80％を超えた。  

「働くことをやめたい」と答えた人はわずか1％であっ  
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表1 対象者の背景  
全体  肢体不自由看  視覚障害者  聴覚障害者  
N＝945  N＝469  N＝341  N＝135  

∩  ％  ∩  ％  n  ％  n  ％  

男性  
女一性  

無回答   

Mean±SD  

・－20歳代  

30歳代  

40歳代  
50歳代  

60際以上  

無回答  

634   67．1  318   67．8  252   73．9  

300   31．7  143   30．5  87   25．5  

11  1．2  8  1．7  2  0．6  

64   47．4  

70   51．9  

1  0．7   
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40．5±12．8  35．5±8．9  50．4±12．9  

212   22．4  

292   30．9  
186   19．7  

145   15．3   

95   10．1  

15  1．．6  

134   28．6  25  

180   38．4  52  

108   23．0  58   

30  6．4  115   

4  0．9  90  

13  2．8  1  

受障時期  出生時  

就学前（0～6歳）  
7～14歳  
15歳～19歳  
20歳代  

30歳代  
40歳代  

50歳以上  

無回答  
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結婚している（別居含む）  
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無回答  
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障害の種類（複数回答）  
肢体不自由  

脳一性麻痔  

脊髄惟小児麻療  

頸髄拍傷  

胸・腰髄損傷  
脊髄疾患  

二分脊椎  
リウマチ性疾患  

進行性筋萎縮性疾患  

骨・関節疾患  
脳血管障害  

脳挫傷  

その他の脳・神経疾患  

切断  

その他  
無回答  
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覚
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網膜色素変性症  

糖尿病性網膜症  

視神経萎縮  
ベーチェット病  

網膜剥離  
黄斑変性症  

′ト眼球  

白内障  
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無回答  
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聴覚障害  
感音・性聴覚障害  

伝書性聴覚障害   

混合聴覚障害  

その他  
無回答  
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た。   

現在仕事についていない人（非就労者）の64％、障  

害別に見ると肢体不自由者では73％、視覚障害者で56  

％、聴覚障害者で54％の人が就労を希望していた。  

3．3．就労の有無の関連要因   

就労の有無と属性、障害の状態についての関連を表  

3に示した亡，属性について見ると、肢体不自由者では、  

年齢が高い人、受障時期が青年期以降である人で非就  

労の割合が高かった。視覚障害者、聴覚障害者では年  

齢との関連はなく、男性で就労者の割合が高かった。  

全ての障害において、学歴による差は見られなかった。  

障害の程度についてみると、肢体不自由者では手帳等  

級による差は見られなかったが、ADL自立の達成度が  

低い場合に、視覚障害者では障害者手帳が1級である  

場合に非就労の割合が高かった。聴覚障害者では、手  

帳や聴力との有意な関連は見られなかった。いずれの  

障害でもこの一年で障害が重度化した場合に、非就労  

の割合が高かった。  

3．4．就労者の概要   

就労者の勤務形態、就労による収入を表4に示した。  

勤務形態は、視覚障害者では自営業が最も多く、過半  

数を占め、肢体不自由者、聴覚障害者では常勤の仕事  

の割合が高く、それぞれ62％、78％であった。職種  

では、肢体不自由者では事務が、専門・技術職、生産・  

技能・運転職がそれぞれ18％を占めた。視覚障害者で  

は69％が三療に従事し、事務職と専門・技術職が1割  

ずつであった。聴覚障害者では、事務職が38％、生産・  

技能・運転職が29％、専門・技術職が22％となって  

いた。   

就労による年間の収入はいずれの障害においても  

100万円～300万円の範囲が40％から46％、100万円  

以下と300万円以上500万円未満の割合がそれぞれ20  

％前後であった。  

3．5．就労環境の主観的評価   

就労環境について、どのように評価しているのか、  

「ややそうだ」「大いにそうだ」と答えた人の割合を表  

5に示した。   

「やりがい」と「人間関係の良好さ」に関する項目  

のうち肯定的な項目、「自分の能力を発揮できる仕事  

だ」「仕事にやりがいやおもしろさを感じる」「職場の  

人間関係に恵まれている」「自分は職場や仕事の上で  

認められていると思う」についてはいずれも70％以上  

の人が「ややそうだ」「大いにそうだ」と答えた。．「人  

間関係の良好さ」についての否定的な項目である「障  

害によって不利な扱いを受けている」については25％  

の人が「ややそうだ」「大いにそうだ」と答えた。   

「負担感」に関する項目では、「自分には負担が大  

きすぎる仕事だ」については28％、「仕事のためにと  

ても疲れる」についてiま56％の人が「ややそうだ」  

「大いにそうだ」と答えた。  

3．6．就労環境の主観的評価の関連要因   

「やりがい」については、視覚障害者は他の2つの  

障害に比べて、また自営業は他の雇用形態に比べて、  

三療は他の職種に比べて有意に高かった。就労による  

収入が300万円以上である場合にやや高い傾向が見ら  

れたが、有意ではなかった。   

「人間関係の良好さ」についてi・ま、自営業は常勤の  

勤めの仕事、非常勤の勤めの仕事と比べて有意に高く、  

三療は、事務・販売・サービス職種に比べて高かった。  

聴覚障害者は他の2つの障害に比べて有意に低かった。   

「負担感」については、視覚障害者が他の2つの障  

害に比べて有意に低く、常勤の勤めの仕事が自営業、  

非常勤の勤めの仕事に比べて有意に高かった。   

牲、年齢についてi・ま、「やりがい」について、年齢  

が高い場合、男性である場合に高い傾向が見られたも  

のの、有意ではなく、「負担感」および「人間関係の  

良好さ」との間には関連が見られなかった。  

4．考察  

4．1．回収率と回答者の特性   

本調査は、回収率が30％とやや低い。宛先不明によ  

る返送率は送付数の19．7％と非常に高く、また本人が  

数年前に亡くなったと改めて電話連絡があったケース  

は32件、送付先住所の住民で、リハビリテーションセ  

ンターとは全く関わりのない人から、本調査票が届い  

たとの連絡も2件あった。これらのことを考慮すると、  

対象者の手元に届くことなく、廃棄された票もかなり  

の数に上ることが予測される。平成10年に国立身体障  

害者リハビリ テーションセンターと職業リハビリテー  

ションセンターの修了者に対して行われた回収率49％  

の調査［2］と比較した場合、障害者手帳の等級、年齢に  

大きな差はないことから、同センターに所属した人の  

特性を反映し、大きな偏りはないものと考えられた。  

しかし、修了者の連絡先を正確に把握する情報管理を  

きちんと整備することは、退所後にも必要なフォロー  

を提供する上でも重要なことと考えられる。  

ー5ユー   



N＝945  
肢体不自由著作469  視覚障  作341 聴覚障  n＝135  計  

n  ％  ％  n  ％  n  ％  n  

仕事をしている  
ずっと続けていきたい2）  

いましばらく続ける2）  

転職したい2）  

働くことをやめたい2）  

96  70．1  
4ノ  4ヱ2  

4β  4丘β  

〃  ノブ．β   

♂  αβ   

β  αβ  

602  62．6  
．箕2β  占42  

2ノノ  ∫丘ノ  

JJ  ＆5   
∂  ノ．β   

7  ノ．2  

292  60．7  
ノ4J  4戌7  

ノββ  ∫Z♂  

tラ2  Jノ．♂   

4  ノ．4   

∫  ノ．β  

214  62．2  
ノ4β  β丘4   

∂β  2＆♂   

β  く叉7   

2  αタ   

尋  ノ，タ  

仕事をしていない  
仕事につきたい2）  

仕事につきたくない2）  

343  35．7  
22J  β44  

ノ♂7  」ヲノ．2   

ノ古  4,4 

39  28．5  
2ノ  よヱβ  

ノ4  β反タ   

4  ノα∫  

177  36．8  
ノブタ  ス2タ   

4J  2ヌ2   

7  ;C.O 

127  36．9   
7ノ  5丘タ   

5プ  4αタ   

4  ヱノ  

1）就労の有無につし  1ての無回答の17名を除く値。  
2）斜体字は再掲でそれぞれ「仕事をしている」「仕事をしていない」と答えた人中での割合。  
3）「仕事をしている」「仕事をしていない」と答えた人の障害別の割合は、X2検定による有意な差はない  

度による就労  

計  肢体不自由看  視覚障害者  聴覚障害者  

就労者 非就労者  就労者 非就労者  就労者 非就労者  就労者 非就労者  

n＝602   n＝343  n＝292   n＝177  n＝214   n＝127  n＝96  n＝39  

年齢  Mean±SD   

性別  男性  

女性   

受陣時期  出生時  

0～18歳  

19～30歳未満  

30歳1よ上  

39．7±12．6 41．8±13．1 ＊ 34．4土8．4 37．3士9．6 ＊＊＊ 50．3±12．3 5り．6＝13．8 n．s．31．7土7．3 33．8±8．61ヽ．S．   

429 67．7 205 32．3 ＊＊＊199 62．6119 37．4 n．s．174 69．0 78 31．0＊＊＊ 56 87．5  812．5 ＊＊＊  

167 55．7133 4亀3  89 62．2 54 37．8  39 4亀8 48 55．2  39 55．7 3144．3  
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85 50．9 82 49．1  

112 65．1 60 34．9 n．s．  

89 58．6 63 41．4  

28 68．3 13 31．711．S．  

55 71．4 22 28．6   

8155．9 64 44．1＊  12 54．5 10 45．5 ナ  

129 67．9 6132．1  8174．3 28 25．7  

148 53．8127 46．2 ＊＊＊ 55 50．9 53 49．1＊＊  

変わらない・軽くなった 438 67．6 210 32．4  228 65．312134．7  

ズ2検定により検討。＊＊＊pく0．1％．＊＊pく1ン㍍，＊pく5％．↑pく10ソ1   

表4 就労者の概要  N＝602  

肢体不自由看  視覚障害者  聴覚障害者  計  

∩  ％  n  ％  ∩  ％  ∩  

雇用形態  自営業  

常勤の勤めの仕事  

非常勤の勤めの仕事  

福祉就労  

その他・無回答  

3  3．1  158  26．2  

75  78．1  327  54．3  

9  9．4  53  8．8  

2  2．1  38  6．3  
7  7．3  26  4．3  

36  12．3  

181  62．0  

31  10．6  

29  9．9  

15  5．1  
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3
 
 

事務  

経営・管王空  

専門・技術  
販売・サービス  

生産・技能・運転  
三療  

農林漁業  

その他  

無回答  

141  48．3  24  11．2  36  37．5  201  33．4  

4  4．2  23  3．8  

21  21．9  93  15．4  

7  7．3  31  5．1  

28  29．2  87  lit5 

0  0．0  ユ4β  246  

11  3．8  
52  17．8  

23  7．9  

51  17．5  

1  0．3  

1  0．3  

9  3．1  

3  1．0   

8  3．7  

20  9．3   

1  0．5   

8  3．7  

147  68．7   

0  0．0   

0．9   

4  1．9  

0  0．0  1  

0  0．0  11  

0  0．0  7  

2
 
0
0
 
2
 
0
 
1
 
1
 
 

就労による収入 1∞万円未満  75  25．7  
1（氾万円以上300万円未満  131  44．9  
300万円以上500万円未満  63  21．6  
500万円以上  17  5．8  
無回答  6  2．1  

57  26．6  

8二1  39．3  

51  23．8  
16  7．5   

6  2．8  

13  13．5  145  

ヰ4  45．8  259  

25  26．0  139  
12  12．5  45   
2  2．1  14  
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4．2．就労の有無および、非就労者の就労希望   

本調査の回答者の就労者の割合は、63％であり、こ  

れは平成10年に行われた実態調査の72％［2］と比べると  

やや低い。障害者の雇用状況は、非障害者の雇用市場  

の動向に伴って動くといわれているが［3］、それぞれの  

調査時点での完全失業率はそれぞれ平成10年次が4．1％、  

平成15年次が5．4％［4］であった。今回の就労者の割合  

がやや低いのは、社会全体の雇用情勢の反映かもしれ  

ない。   

肢体不自由着ではADL自立の難しさが、全ての障害  

において、障害の重度化が就労の有無に関連していた  

ことは、障害者の就労が障害の状態に強く規定されて  

いることを改めて示している。本調査に先立って行っ   

表5 就労環境の評価  

た入所生への聞き取り面接調査［1］でも、「本人の“能  

力”ではなく、“障害’’が評価されてしまうこと」が  

実感されていた。非就労者の過半数が就労を望んでお  

り、重度の障害であってもその人に合った働き方が可  

能となるような社会のあり方が強く求められているが、  

現状ではそれが実現していないこと、その実現の必要  

性が示唆される。   

また、いずれの障害においても「この一年で障害が  

重くなった」と答えた人の就労者の割合は低く、障害  

の重度化が就労の継続を困難にしていることが窺われ  

た。訓練が修了後、時間が経過した後に加齢や進行性  

の障害等による障害の重度化が生じることは避け得な  

い場合も多いと見られる。このことから、障害が重度  

化した場合にも就労が継続できるような環境づくり、  

また就労が中断した場合には障害の状況に応じた適職  

へのマッチングといった、当センターの課程を修了し  

た後のアフターケアに対するニードは高いものと考え  

られる。  

4．3．就労環境   

「やりがい」「人間関係の良好さ」に関する項目lま、  

いずれも70％から80％の人が肯定的に捉えていた。  

「負担感」については、それぞれ28％、56％と多数の  

やりがい  

自分の能力を発揮できる仕事だ  

仕事にやりがいやおもしろさを感じる  

人間関係の良好さ  
職場の人間関係に恵まれている  

障害によって不利な扱いを受けている  

自分は職場や仕事の上で認められていると思う  

負担感  

自分には負担が大きすぎる仕事だ  

仕事のためにとても疲れる  

nl） ％1）   

477  81．5   
424 72．5  

451 80．4   

144 24．7   

418 72．9  

162  27．7   

328 56．4  
注 非就労者および無回答、家族等による代理回答を除いた値。  

1）それぞれの項目に対して、「ややそうだ」「大いにそうだ」と答えた人の割合  

＊＊＊p〈0．1％．＊＊pく1％，＊p〈5％，†l）〈10％  

1）「やりがい」についてのm「人間関係」「負担感」については、無回答の人数により、1～2名の違いがある項目もある。  
2）相関係数  

3）一元配置分散分析による 

－54－   



4）労働政策研究・研修機構：労働統計データベース．，   

httD：／／ヽ耶．jil．go．jp／  

5）Bultmann U．，Ⅰ．J．Kant P．A．Van denBrandt and   

S．Ⅴ．Kasl．：Psychosocialwork characteristics as risk   

factors for the onset of fatigue and psychological   

distress：prOSpeCtive results from the Maastricht   

CohortStudy．PsychoIMed．32（2），333－345（2002）．  

人に訴えが見られた。「負担感」はあるものの、「やり  

がい」や「人間関係の良好さ」を感じながら働くこと  

ができているケースが多いと考えられた。   

しかし、障害の特性や働き方によっては、就労環境  

がより厳しい場合が見られた。障害ごとに雇用形態や  

職種に偏りがあるため、サブスケールごとの関連要因  

を要約すると、以下のような特徴があると考えられる。  

視覚障害者で三療の仕事を自営業で行っている人は、  

相対的に「やりがい」「人間関係の良好さ」を高く感  

じることができ、「負担感」も低も・1。一方、常勤の勤  

めの仕事についている人は、どの障害においても「負  

担感」が高い。聴覚障害者は、上記の特徴に加えて、  

他の2障害より「人間関係の良好さ」が低い。本調査  

に先立って行った面接調査［1］では「晴眼者の参入によ  

り厳しさを増した（40代、男性：現入所生）」との語  

りもあり、楽観はできないものの、これらの結果を併  

せ考えると、三療を自営で行う場合、自己裁量の範囲  

が広く、仕事ストレスをある程度緩和する要件［5］を備  

えやすいと考えられる。一方、勤めの仕事という形態  

は、人間関係の調整が常に必要となるが、障害のある  

人が勤務する際に排除の対象とされる場合も多く、大  

きな負荷を抱えながら就労する様子が容易に推測され  

る。中でも聴覚障害者で「人間関係の良好さ」が低かっ  

たことは、コミュニケーションのための十分な支援が  

得られず、孤立しがちな状況で就労を続けている人が  

多くいることが推察される。本調査に際しても、自由  

回答やメールの中で、「職場で嫌がらせを受けて、退  

職に追い込まれたが、親身に相談に乗ってくれる場所  

がない」との訴えも複数聞かれた。こうしたケースへ  

の対応窓口の整備が弓重く望まれる。  

長いアンケートにお答えいただきました皆様に心か  

ら御礼申し上げます。  
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